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1.日的
日本では､財務報告の信頼性を確保する為､平成18年6月に成立した金融商品取引法により上場
企業を対象に財務報告に係わる内部統制の経営者による評価と公認会計士等による監査が義務づけ
られる内部統制報告制度(♂-SOX)は､平成20年4月1日以後開始する事業年度から適用される
こととなった｡内部統制に関する知識とリスク分析などの高い専門性や文書化作業の困難きゃ内部
統制監査でのリスク事前回避などの理由で､数多くの企業が2006年の会計年度或いは2007年の会計
年度の準備段階に､自社の内部統制仕組みの構築を監査法人にコンサルティング業務を依頼した｡
そこで､本論文の目的としては､内部統制報告制度(♂-SOX)への対応段階における監査法人コ
ンサルティング業務の有無に焦点を当て､内部統制報告制度(∫-SOX)への対応効果を明らかに
することである｡
2.リサーチ･デザイン
本論文では､実証分析に必要な制度と対応事例を分析し､ SOX法が先行したアメリカの数多く
の先行研究の結果を踏まえた上､内部統制報告制度(J･SOX)の導入目的である財務報告の信頼
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性を高めていくかどうかを切り口にし､本研究の目的である内部統制報告制度(J･SOX)への対
応の効果を検証する｡
具体的な検証プロセスと手法としては､東京証券取引所1部に上場している企業の中に､ 2006年
度6月に内部統制報告制度(J･SOX)がリリースした直後の2006年度､もしくは内部統制報告制
皮(a-SOX)の適用年度(2008年度よカ)直前の2007年度に内部統制報告制度(a-SOX)への対
応で監査法人にコンサルティング業務を依頼した470社と内部統制報告制度(a-SOX)への対応で
監査法人にコンサルティング業務を依頼しなかった479社にフォーカスし､下記の二つの仮説が考
えられる｡
仮説1 :監査法人にコンサルティング業務を依頼した企業は監査法人にコンサルティング業務を依
頼しなかった企業より過去における会計情報のクオリティが高い
仮説1を設定する理由としては､内部統制報告制度(∫-SOX)への対応で監査法人にコンサル
ティング業務を依頼したことをその会社の過去における内部統制のシグナルやコンプライアンスの
意識や法規制･ルールに対応するスタンス等として捉え､それらの企業は過去における会計情報の
クオリティが高いと考えられるからである｡尚､日本における内部統制をめぐる法規制の動きを踏
まえ､本研究では､ 2003年度から内部統制報告制度(∫-SOX)適用開始年度(2008年度)の直前
年度2007年度までの5年間の異常会計発生高(修正JonesモデルとHealyモデルにより推定)の
標準偏差を過去における会計情報のクオリティの代理変数とし､仮説1を検証する｡
上記の仮説1では､監査法人によるコンサルティング業務(助言･指摘)の効果を考慮されなかっ
た｡監査法人のコンサルティング業務(助言･指摘)を通じ､クライアントの内部統制を強化した
り､会計数値の予測精度を高めたりすることによって､会計情報のクオリティを高めることも考え
られるので､下記の仮説2も考えられる｡尚､内部統制報告制度(J･SOX)への対応で監査法人
にコンサルティング業務を依頼した時期の2006年度或いは2007年度を考慮し､本研究では､内部統
制報告制度(∫-SOX)リリース前(2005年度)とリリース後(2006年度と2007年度)の3年間の
異常会計発生高(修正JonesモデルとHealyモデルにより推定)を各年度における会計情報のク
オリティの代理変数とし､仮説2を検証する｡
仮説2 :監査法人によるコンサルティング業務は､ 2006年度或いは2007年度においてクライアント
の会計情報のクオリティを高める効果がある｡
更に､上記の仮説1と仮説2を検証する為､内部統制報告制度(∫-SOX)がリリースした直後
の2006年度或いは2007年度に内部統制報告制度(∫-SOX)への対応で監査法人にコンサルティン
グ業務を依頼するかどうかの決定要素に対しても分析する｡仮説1と仮説2を下記の図で纏められ
ている｡
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2003年度から2007年度までの異常会計発生高の標準偏差を過去における
会計情報のク*TJティの代理変数とし､仮説1を検証する.
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2005年度から2007年度までの3年間の異常会計発生高を各年度における
会計情報のクオリティの代理変数とし､仮説2を検証する｡
3.分析結果
(1).ロジスティック回帰分析モデルで監査法人にコンサルティング業務を依頼するかどうかの
決定要素を分析した結果､規模が大きい企業/企業の設立年数が長い企業/大手会計監査法人と契
/約している企業/少数特定者持株数比率が低い企業で有ればあるほど､内部統制報告制皮
(J･SOX)への対応で監査法人にコンサルティング業務を依頼する確率が高いと有意な水準で観測
された｡
(2).内部統制報告制度(∫-SOX)への対応で監査法人にコンサルティング業務を依頼したこと
をコンプライアンス遵守としっかりしている内部統制のシグナルと捉え､過去における会計情報の
クオリティの代理変数(2003年度から2007年度までの過去5年間の異常会計発生高の標準偏差)と
の関連性を多重回帰分析モデルで分析した結果､異常会計発生高に影響する会社の固有特性と監査
法人にコンサルティング業務を依頼するかどうかの決定要因をコントロールしても､内部節制報告
制度(J･SOX)の対応で監査法人にコンサルティング業務を依頼した企業群は会計情報のクオリ
ティが高いことであると観測された｡
(3).内部統制報告制度(JISOX)りリ-ス前後の3年間(J･SOXリリース直前年度の2005年度
からJ-SOXの適用年度の直前年度2007年度まで)の異常会計発生高を使用し､内部統制報告制度
(J･SOX)への対応で監査法人によるコンサルティング業務の効果を多重回帰分析モデルで検証し
た結果､ ①監査法人にコンサルティング業務を依頼した企業群は監査法人にコンサルティング業務
を依頼しなかった企業群より､ 2003年度から2007年度までの過去5年間の異常会計発生高の標準偏
差が低い(会計情報のクオリティが高い)と観測されたものの､ 2005年度(JISOXリリース直前
年度)から2007年度(J･SOX適用開始年度2008年度の直前年度)までの3年間の異常会計発生高
が高いと観測され､ ②ポジティブな異常会計発生高が監査法人のコンサルティング業務により､内
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部統制報告制度(∫-SOX)リリース後の2007年度末において是正されていると観測された｡
これらの結果は修正Jonesモデルで推定した異常会計発生高を使-ても､ Healyモデルで算出
された異常会計発生高を使っても同じ結果であると観測された○
4.結論
本論文における実証研究の結果は､法律の規制者､公認会計士､経営者と研究者に対して､いく
っかのインプリケ-ションが提示されている｡ 1番目としては､内部統制報告制度(J･SOX)に
規制される企業側から内部統制整備や評価や監査対応などで法規制対応コストの負担がかかるとい
ぅ苦情があったものの､本研究の分析結果が｢内部統制は品質の高い財務報告のファンダメンタル
要素である｣という理論的なロジックを支持している点である｡ 2番目としては､監査法人による
コンサルティング業務の効果を分析した結果によって､ ｢監査法人が質の高い財務報告を生み出せ
る｣という説に対しての証拠が提示されていると挙げられる｡最後に､内部統制報告制度
(J･SOX)への対応でコストがベネフィットを超えているのではないかの議論の中に､内部統制報
告制度(J･SOX)のその効果の一つ証拠として提示されていると挙げられる｡
本論文におけるコントリビューションとしては次の3点が挙げられる｡ 1番目としては､本論文
が内部統制の構築における監査法人コンサルティングの有無を利用し､利益と会計発生高について
の研究を拡張した｡ 2番目としては､本研究のオリジナリティでもある内部統制報告制度
(∫-SOX)への対応段階に焦点を当てて研究を進めた点である｡内部統制報告書の外部監査人意見
が開示される前に上場企業の開示データを利用して内部統制報告制度(∫-SOX)への対応効果を
提示した｡今後の制度変更等に関する実証研究にとっては､制度導入前後の結果だけではなく､準
備段階という事象も実証研究の一つの切り口であることが提示されている｡ 3番目としては､本論
文における実証分析の結果により､ ｢市場の効率性｣の一つの証拠として提示されていると挙げら
れる｡
本論文の研究結果が内部統制報告制度(♂-SOX)の導入で会計情報のクオリティに寄与してい
るという証拠を提示したものの､膨大な法規制対応コストがかかった企業にとっての直接的なベネ
フィットが提示されていないことが挙げられるため､今後の研究においては､内部統制報告制度
(∫-SOX)に対するマーケットの反応を切り口とし､例えば､内部統制と資本コストの関係や内部
統制不備の開示に対する市場の反応などを研究していく必要があると考えている｡
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論文審査結果の要旨
本研究の目的は､金融商品取引法(旧証券取引法)で規定された内部統制報告制度の施行を念頭
にして､適用される企業が同法に対応したコンサルティング･サービスを受けている場合と受けて
いない場合とで市場が何らかの反応の違いをみせるのかどうかを実証モデルを用いて明らかにする
ことである｡内部統制報告制度は､アメリカで発生したエンロン事件の結果､アメリカで急きょ制
定･施行されたサーベインズ･オクスリー法(企業改革法､ SOXと略されている)にならって､
ゎが国でも制定されたものである｡わが国の内部統制報告制度は､上場企業すべてに適用されるこ
とから､世界でもっとも厳しい内容となっており､適用される企業は､程度の差はあれ､準備をし
ていることが知られている｡しかし､日本公認会計士協会が公表している監査法人の報酬デ-夕に
ょると､内部統制の整備について監査法人にコンサルティング･サービスを依頼している場合とそ
ぅでない場合とがある｡本研究は､そのことに着目して､コンサルティング･サービスの有無にか
かる市場の反応を検証しようと試みたものである〇本研究は､監査の効果について市場が評価して
いるか否かにかかる実証研究に属するものである○また､コンサルティング･サービスにより報告
利益の質が向上するかどうかについても本研究は調べた〇
本研究の結論としては､市場はコンサルティング･サービスに対して､一定のプラスの反応をし
ていること､また報告利益の質(裁量的会計発生高で測定)が一定のプラスがあったことを示した｡
監査法人サービスの意義については､様々な角度から研究がこれまでなされてきたが､内部統制報
告制度についての研究の蓄積は少ない〇本研究は､この点で監査研究に対して一定の貢献をしてい
るものと評価できる｡
監査については､新しい情報を付加するものではないことから､従来､その存在意義についての
実証研究がほとんどみられなかったが､監査法人の提供するサービスについて市場の反応と利益の
質の向上の点から実証的に解明した点で本研究は評価できる｡よって､本論文は博士(経営学)請
文として合格と判定する｡
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